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当第2四半期につきましては、上期決算としては、３期ぶりの増収、２期ぶりの増益
となっております。 
 

まず、売上高合計は、ガス販売量は減少したものの、原料費調整に伴う単価増等
による「都市ガス」売上の増加、 小売電力販売量の増加による「電力」売上の増加
等により、前年同期比１１.７％、８２６億円の増収となり、７,９０３億円となりました。 
 

一方、営業費用は、油価上昇影響等による都市ガス原材料費の増加、小売電力
販売量増に伴う電力営業費増等により、１１.１％、７４６億円増の７,４６１億円となりま
した。 
 
この結果、営業利益は対前年同期比２２.１％、８０億円増の４４２億円、 
経常利益は２３.９％、８３億円増の４２６億円、親会社株主に帰属する当期純利益
は、２０.６％、５５億円増の３１９億円となりました。 
 

なお、中間配当金につきましては、１株当たり５円５０銭とします。当社は１０月１日
付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っており、期末配当金は２７円
５０銭を予定しています。株式併合を考慮しない場合の１株当たり年間配当金は１１
円で、変更はございません。 
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続いて、この決算のベースとなりました、当社の主力製品であるガス販売量の実績、
および電力販売量の実績についてご説明します。 

 

ガス販売量ですが、全体では対前年同期比１．０％、７千４百万ｍ3減の７１億３千６
百万ｍ3となりました。 

家庭用は、上期の低気温影響による給湯需要の増加により、２.８％増の１３億４百
万ｍ3となりました。 

業務用は、夏場の高気温影響による空調需要の増加により０．８％増の１３億７百
万ｍ3となりました。 

工業用は、ほぼ前年同期並みで、０.４％増の ３６億２千８百万ｍ3となりました。 

他事業者向け供給は、供給先の減少により、 １３．２％減の８億９千７百万ｍ3とな
りました。 

 

次に電力販売量ですが、全体では対前年同期比１３．５％、８億３千５百万ｋＷｈ増
の７０億７百万ｋＷｈとなりました。 

小売は、契約件数の増加により１６７．７％増の１８億３千４百万ｋＷｈとなりました。 

その他は、主に卸売ですが、５．７％減の   ５１億７千３百万ｋＷｈとなりました。 
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4ページには、トーリングおよびＬＮＧ販売量を含むビジョンベースでのガス販売量
実績の内訳を掲載しております。 



5ページでは、セグメント別に売上高、セグメント利益を前年同期との比較で記載し
ています。 

電力セグメントの利益増加４６億円が、全体利益を押し上げております。 



6ページでは、各セグメントの利益増減について、前年同期との比較でお示しして
おります。 

 

都市ガスセグメント▲１０億円減益は、年金数理差異が１２７億円改善しているもの
の、スライドタイムラグによる▲１７４億円減益が主な要因でございます。 

 

電力事業の４６億円増益につきましては、小売り契約件数増に伴い販売量が増加
したことにより、粗利が増加したことが主な要因です。 

 

海外事業は、中下流事業におきまして発電所の一時的な計画外停止により稼働が
減少し減益等があったものの、上流プロジェクトであるゴーゴンＬＮＧ販売開始によ
る利益増等により１２億円増益となりました。 

 

エネルギー関連セグメントでは、ＬＮＧ販売において数量は増加したもののスライド
差による利益の減少があり、セグメント全体では▲１２億円の減益となっております。 
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ここからは2017年度通期の見通しについてご説明申し上げます。 
 
2017年度通期につきましては、7月28日に発表いたしました前回見通しとの対比で
減収増益と見通しております。なお、見通しの前提となる１０月以降の経済フレーム
は前回から変更しておらず、為替レートを1ドル１１５円、原油価格は1バレル５５ドル
としております。 
 

売上高は対前回見通し０．７％、１３０億円減の１兆７，９５０億円を見通しております。
これは電力事業が小売販売量増により＋２６億円の増収となるものの、都市ガス事
業が売上単価減により▲１４８億円の減収となることによります。 
 
営業費用は対前回見通し１.０％、１７０億円減の１兆７，０７０億円を見通しておりま
す。これは電力事業が小売件数拡大に向けた営業関係費用の増等により＋３５億
円の費用増となるものの、都市ガス事業が原材料単価減、減価償却費の減等によ
り▲１７２億円の費用減となることによります。 
 
この結果、営業利益は対前回見通し４.８％、４０億円増の８８０億円、経常利益は３.
８％、３０億円増の８３０億円、親会社株主に帰属する当期純利益は３.３％、２０億円
増の６３０億円の見通しとなりました。 
 
なお、ご参考資料として、為替、原油変動による営業利益への感度は、資料17ペ
ージに記載しております。 
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続いて、この見通しのベースとなるガス販売量および電力販売量の見通しにつきま
しては、9ページをご覧ください。 

 

まずガス販売量ですが、全体として前回見通しとの比較では０．１％、２千１百万m3

の増加としております。下期の見通しは変更せず、第2四半期までの見通しとの差

異を反映させたものですが、家庭用はほぼ見通し通り、業務用・工業用が増加して
おります。 

 

電力販売量につきましては、全体として１．４％、２億９百万ｋＷｈの増加と見通して
おりますが、主に小売り件数の増加に伴う販売量の増加を織り込んでおります。 
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10ページにはビジョンベースでのガス販売量見通しの内訳を掲載しております。合計
では前回とほぼ同じく１８８億m3のガス販売量を見通しております。 



11ページでは、セグメント別に売上高、セグメント利益の見通しを、前回見通しとの
比較で記載しております。 

利益の主な増減については、次のページでご説明いたします。 



都市ガスセグメント２４億円の増益は、販売量増加による粗利５億円増、減価償却
費減少による固定費▲２０億円減によるものです。 

 

電力セグメントの▲９億円減益は、小売り販売量増に伴う粗利増があるものの、小
売販売経費の増加を織り込んだことによるものです。 

 

その他セグメント１４億円の増益は、自社運航ＬＮＧ船の就航時期遅延に伴う費用
繰り延べにより、船舶事業が７億円増益したことが主な要因です。 



13～14ページはセグメント別情報を対前年度で比較しておりますので、ご参照くださ
い。 





15ページには連結ベースの主要計数を掲載しておりますので、ご参照ください。 
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